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　因果的説明なるものは，事実に関する〈単称的〉言明と〈一般的〉法則言明とを「説明項」とし，そ
こから「被説明項」を導出することによって実現されるのである。例えば，〈Aは妊娠中，長期間に亙
って一定の薬品を摂取していた〉というく単称的〉言明がく妊娠中に長期間に亙って一定の薬品を摂取
する場合には，新生児に奇形が生ずる〉という〈一般的〉言明に包摂されることによって，〈Aは奇形
児を出生した〉という被説明項が説明されることになるのである。
　したがって，〈単称的〉因果性（singulare　Kausalitat）ないしは〈具体的〉因果性が認定されるため
には，その前提として〈一般的〉因果性（因果法則）が確定されていなければならない。ところが，因
果法則（一般的因果性）が当該自然科学において確証されていないといった事態も起こり得るであろう。
このような場合に，裁判官はそうした事態にいかに対処すべきかが問われることになるのである。
　つまり，裁判官は，自由心証により，争われている因果法則仮説の存在を認定しても差し支えないの
であろうか。あるいは，一般的因果性の存在につき疑いが生ずる以上，〈疑わしきは被告人の利益に〉
の原則に従い裁判官は無罪判決を下さなければならないのであろうか。そこでは，「自由心証主義」の
意義とく疑わしきは被告人の利益に〉の原則の意義とが改めて問われることになるであろう。
　本研究では，これらの問題点について，活発な論争が展開されているドイツの議論を参照しつつ検討
を加えたい。
　　一　一般的因果性とディアロギッシュな原理としての自由心証主義
　確証された科学的知見が存在する限りでは，裁判官はこれを無視してはならないし，さらにはこれに
拘束されることになる。つまり，裁判官は，専門科学者が一致して承認している科学的知見を斥け，自
分自身が真実だと思うことだけに依拠することはできないし，むしろこれを受容しなければならないの
である。その限りにおいそ，『 ﾙ判官は確かに自由ではない。
　☆法学部教授
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　これに対し，科学的な法則の存在に関して専門科学者の間に意見の一致が認められない場合に．1ま，・裁
判官は自己の確信に基づき最も納得の行くと思われる鑑定に従うべきなのか，それとも〈疑わしきは被
告人の利益に〉の原則を適用して被告人を無罪にしなければならないので南ううか。この点は，まさに
ドイツのサリドマイド裁判における決定的な争点であった。
　アーヘンのラント裁判所は，法的意味における証明というものは，反対事実のいかなる可能性をも排
除する数学的な確実性，すなわち絶対的に確実な知識を前提する自然科学的な証明と同様のものとして
理解されてはならず，むしろそれは，固有の精神科学的認識に従うものであって，そこでは裁判官の主
観的な確信だけが重要である，と考えたのであるω。こうした見解は，いまや皮革スプレー裁判におい
て連邦裁判所によっても追認されることになったω。
　だが学説の多数は，これに強く反対し，科学的法則ないしは経験則の存在が争われている場合に，裁
判官の個人的な確信によって問題を解決してはならない，とするのである。この点について，とりわけ
アルミン・カウフマンは，一般的因果性の問題は〈訴訟法的な〉「事実問題」ではなく，〈実体法的な〉
「法律問題」であるから，これに自由心証主義は妥当せず，したがって裁判官の個人的な確信によって
これを認定してはならないという結論を導き出したのである。
　こうしたカウフマンの見解に対して誰よりも強く異を唱えているのは，クーレンである（3）。クーレン
によれば，一般的因果性の証明問題もドイツ刑事訴訟法二六一条の意味における自由心証主義に服すべ
きことが主張される。つまり，確かに，専門科学者によって一致して承認された因果法則（一般的因果
性）が認められる場合に，裁判官は自己の心証によってそれが存在しないと判断してはならないし，．ま
たそうした法則が存在しないという点につき専門科学者の問に見解の一致が認められる場合には，自己
の心証によってその存在を肯定することもできない。その限度において，裁判官は専門科学者の一致し
た見解に拘束されることになる。しかしながら，クr．W．の見解によると，因果法則（一般的因果性）
が存在するか否かにつき専門科学者の間で意見が一致しない場合には，裁判官1ま自由心証に基てづきそう
した法則の存在を認めても差し支えないことになるのである。要するに，一般的因果性を肯定する見解
が裁判官の確信に相応する限りにおいて，裁判官はそうした見解を判決の基礎に置くことができる。だ
が，裁判官が一般的因果性につき疑いを抱く場合には∫必要とされる確信に到達したことにはならず，
したがってこの場合に初めて〈疑わしきは被告人の利益に〉の原則が適用され，一般的因果性の存在は
否定されることになるのである。これがクーレンによって導き出された帰結である。もっとも，クーレ
ンにおいては，「合理的な経験的確信形成の原則」なるものが強調されて1圭いるが，7膿かなる基準ある
いは条件に基づいて裁判官は争われている一般的因果性の存在を確信してよいのか，という点について
は必ずしも明らかにされていない。
　これに対しヒルゲンドルフは（4），ヵウフマンの見解に奉本的には賛同して，経験的な法則性を探究す
ることは裁判官の使命ではないし，彼にはそうした専門的な権能はない，ということを強調する。、もっ
とも，例のサリドマイド事件において，アーヘン・ラント裁判所が自らの権能を踏み越えてしまったと
までは言い切れない，とも指摘する。つまり，サリドマイド事件が起こった当初には，確かにサリドマ
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イドの作用に関して承認された科学的な仮説は存在しなかった。けれども，この事件を契機に新薬の作
用に関する承認された，あるいは少なくとも有力な経験的言明を確立する機会が専門科学者に与えられ
たのである。その結果，多くの科学者がサリドマイドの有害な作用を肯定するに至り，その限りで有力
に承認された法則性が認められたのであって，これを受容するめには専門科学者のすべてが例外なく賛
同することまでは不要である。というのも，自然科学的な証明は反対事実のいかなる証明をも排除して
しまう数学的な確実性，すなわち絶対的に確実な知識を前提しているとするアーヘン・ラント裁判所の
見解は誤りであり，むしろすべての経験的な認識の試みは仮説的なものであるからだ，とヒルゲンドル
フは考えるのである。要するに，ヒルゲンドルフの見解は，因果法則の承認あるいはその受容の要件を，
専門科学者による多数の賛同にまで軽減・緩和しようとする試みである，と理解することができるであ
ろう。
　また，同様に基本的にはカウフマンの見解に依拠するホイヤーの場合には（5），専門科学者の少なくと
も九六パーセントが賛同すれば因果法則は一般的に承認されたことになり，したがって受容されるが，
九五パーセント以下では〈疑わしきは被告人の利益に〉の原則が適用され，したがってそれは受容され
ないというように，数値的な基準を立てて，結局サリドマイド事件では一般的因果性は否定されるべき
であった，と主張されている。もっとも，こうした数値的な基準を立てて問題を処理することには，あ
まりにも機械的・形式的な思考に陥ってしまうのではなかろうか，という疑問が生じる。専門科学者と
いっても，それぞれ問題関心や研究テーマも異なっており，研究に対する熱意や誠実さといった人格的
要素にも違いが認められる。さらに当該仮説に無条件的に賛成する科学者もあれば，若干の疑念を抱き
つつ賛成する科学者もいるであろう。したがって，機械的に百人中九六人の科学者が賛同したとしても，
その賛同の意味は必ずしも常に同様ではないであろう。その上，九五パーセントではダメで九六パーセ
ントならオーケーだ，というこどを十分に納得させるだけの理由を示すことはできないのではなかろう
か，と思われる。
　さらに，アンドレア・シュミットは（6），科学的な経験則を認めるためには，権威ある専門家集団の多
数によってそれが承認されれば十分であるとした上で，そうした多数意見が存在しない場合には，裁判
官は自己の決定を通じてそうした承認に代えることはできないとしながらも，裁判官が少数意見の鑑定
に基づいて多数意見の科学的に誤った帰結を暴くことができる場合には，彼はもはやこの多数意見に拘
束されないと主張し，少数意見にも与しうる余地を残そうとするのである。しかしこうした見解は，原
則と例外を想定しているが，いかなる場合に例外が妥当するか，すなわち少数意見に与し得るかの基準
が示されていない点で不十分であるように思われる。
　最後に，一般的因果性の証明問題について総括的な検討を加えているプッペの最近の議論を参照して
おこう。プッペは（7｝，この問題を解決するためには，以下のような三つの問題を提起することが必要で
あると主張する。先ず第一に，個別事案における因果関係と一般的な因果法則との間にはいかなる論理
的・概念的な関係が存在するのか，つまり因果法則は個別的因果関係の存在に対する単なる「徴愚」に
すぎないのか，それともその「構成要素」なのかという問題が提出される。第二に，因果法則について
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は，とりわけ単なる時間的ないしは偶然的な規則性からこれを区別するためにいかなる内容的な要件が
必要とされるかという問題が提起される。第三に，因果法則，とりわけ争われている因果法則はいかに
して刑事訴訟に導入されるのか，またそもそも刑事訴訟が予定している証拠方法によってそれを証明す
ることが可能かという問題が設定される。
　これに続いてプッペは，自ら提起したこれらの問題に対して，以下のように解答する。先ず第一の問
題については，一般的な因果法則なしに個別的因果関係を記述することは不可能であるから，因果法則
は個別的因果関係の単なる徴愚ではなくその構成要素にほかならないし，また因果関係が証明を要する
「主要事実」（Haupttatsache）であるならば，その構成要素である因果法則もまた同様に「主要事実」
である，と指摘される。
　第二の問題については，因果法則と単なる時間的な規則性とを区別するための完全なる一般的基準を
提示することは目下困難であるが，部分的な基準としては次のようなものを挙げることができる，とさ
れる。つまり，それは，因果法則は固有名や孤立した事例の集合にだけ関わるものではない，．という基
準である。そこでこうした基準からすると，連邦裁判所が例えば皮革スプレー事件で因果法則として適
用したものは単なる統計的な規則性に過ぎない。けれども，複雑な事案において因果関係を完全に再構
成することが困難である以上，その存在につき十分な徴懸が認められる限りにおいて，法則類似的な因
果的仮説そのもの，すなわち統計的な鑑定結果を因果関係として一般的に説明する何らかの理論そのも
のを全く放棄しまうことはできないであろう，と示唆されている。ただそうした理論は，一般的に承認
された別の因果法則と両立し得るかという方法を用いて点検されることが必要だ，ということになるの
である。
　第三の問題に対しては，あらまし次のような解答を提出する。先ずプッペによれば，因果法則は，法
規とは異なり規範的な内容を有するものではないから，一般的なものであって単称的なものではないが，
これもまた「事実」（一般的事実）である，ということになる。しかしこのことから，判例や一部の学
説がこれも自由心証に服すると考えたのは早計である，と断定される。何故なら，もし因果法則が自由
心証に服するとするなら，その適用の誤りは不当なことに上告理由とはなり得ないことになってしまう
からである（ちなみに，ドイツ刑訴法三三七条によれば，上告理由は法令違反であるが，連邦裁判所
〔BGHSt　6，70ff．）によれば，科学的な経験則もこの意味における法令と理解されている。もっとも学説
の多数はこれに反対しているが，法則違反は不当な法適用である限りで上告理由になるものとして理解
しようとしている。いずれにせよプッペの議論においては，承認された法則に対する違反の問題が上告
理由となるかという問題と，争われている法則仮説を受容することが自由心証の対象になるかという問
題とが明確に区別されていないように思われる。）（8）。ともあれiプッペによれば，因果法則は証明を要
する「主要事実」ではあるが，刑事訴訟自体によって証明されるべきものではない。というのは，いか
なる要件に基づき一般的な経験則を受容し得るかについて，訴訟法は全く規制していないからである。
したがって，専門科学者によって報告された一般的経験則を裁判所が受け入れることは，自由心証の結
果なのではない，ということになる。
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　ところで，アルミン・カウフマンの見解に依拠する通説は，因果法則は経験科学における普遍的に妥
当する基準によって証明されていなければならないということを要求する。しかし通説は，そうした普
遍的な基準など全く存在しないということを看過しているのである。そして心理学や精神医学に関する
経験則は，その存否が争われている場合でも適用されるのに，化学や薬学における経験則は，争われて
いるときはむしろ〈疑わしきは被告人の利益に〉の原則が妥当し，結局は適用されないことになるとす
れば，それは一貫性を欠く帰結であろう。確かに刑事訴訟において絶対的な確実性を要求することはで
きないが，それは自然科学においても同様であり，これに絶対的な確実性を求めるのは素朴な思想とし
て排斥されるべきものである。それ故，裁判所は，経験科学において争われていても，十分に確証され，
当該科学の代表的な論者によって承認されている経験則を適用する可能性を有しているのでなければな
らない，ということが帰結される。もっとも，経験科学において争われていないわけではない結論を裁
判所が受容する場合，これを自由心証と称するのは誤解を招きかねないものだ，ともプッペは指摘する
のである。
　さて以上の議論を踏まえた上で，いまやわれわれ自身の態度決定を明らかにしなければならないであ
ろう。先ずわたくしは，因果法則（一般的因果性）は構成要件によって指示される対象を記述する規則
であり，プッペも「主要事実」（Haupttatsache）であることを認めているように，それ自体証明を要す
る対象であるから，むしろプッペとは反対に本来これに自由心証主義が妥当することになる，と主張し
たい。プッペとの見解の相違は，結局，自由心証の理解の仕方に基づくものであろう。私見では，因果
法則（一般的因果性）の存在が自由心証主義に服するからといって，その認定を裁判官の純主観的・恣
意的な判断に委ねてもよいということが決して帰結されてはならない。というのは，そもそも自由心証
主義は，「相互主観的合理性」を追求するものであり，「理性的な他者のパースペクティヴ」を考慮に入
れる「ディアロギッシュな原理」として捉えられるべきであって，決して純主観的でモノロギッシュな
原理として理解されてはならないからであるω。
　つまり，刑事手続における裁判官の心証形成は，〈理性的な者であれば誰もが真実であると確信する〉
という意味において「相互主観的合理性」を有するものでなければならない。この意味において裁判官
の心証形成は，科学的法則，論理法則それに日常的な経験則と両立し得るものでなければならないし，
さらにはより柔軟かつダイナミックな「スキーマ」（schemata），「フレーム」（frames），「スクリプト」
（scripts）などの知識の認知的枠組みとも整合するものでなければならないであろう（1°）。これらのく背
景的〉知識は，自由心証を制限するというよりは，むしろ自由心証主義に基づく事実認定にとって必要
不可欠な前提にほかならないと考えられる⑪。というのは，そうした〈背景的〉知識なしには，何ひと
つ事実を認定することなどできないからである。ただ，そうした〈背景的〉知識は相互主観的な基盤に
支えられている限りにおいて合理性を有するものであり，そこからまた自由心証も合理性を獲得するこ
とになるのである6
　さらに重要なことは，科学的な法則仮説（あるいは経験則）が刑事裁判において正統化されるために
は，これを受容する手続自体もメタ・レヴェルにおいて相互主観的な合理性を有するものでなければな
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らないという点である。すなわち，そうした法則仮説を受容するか否かについては，裁判官の恣意的な
決断に決して委ねられてはならない。むしろ裁判官は，これを受容し得るだけの相互主観的な条件が充
足されているか否かを判断しなければならないであろう。したがって，因果法則の存在自体について専
門科学者の見解が一致している場合には，そうした相互主観的な条件が充足されているため，裁判官は
これを直ちに受容し得るし，受容しなければならないであろう。また，専門科学者の一致した見解によ
ってそうした法則仮説が否定されている場合には，これを受容することは許されない。
　これに対して，専門科学者の間で意見が分かれているときは，当該法則仮説を受容し得るだけの相互
主観的条件は形式的には不十分であろう。しかし，すべての専門科学者が当該仮説に賛同しなくとも，
多数の科学者がこれに賛同している場合には，さらに〈理性的な者であればそうした状況においてそれ
に与しうるほどの説得性〉を当該仮説が有しているとするならば，これを受容し得るだけの具体的な相
互主観的条件は充足されると考えてもよいのではなかろうか。つまり，現代のような情報化社会にあっ
て，単純に専門家と素人とを区別することは必ずしも適切なことではない。自然科学については素入で
あっても，したがってまた裁判官も，確かに自ら科学的な実験を行い，自然法則を発見することは無理
であるとしても，少々努力さえすれば科学的な専門領域に関わる事柄についてもある程度は理解し得る
し，それ故に自然法則を発見するための実験が適切な条件のもとで為されたか，専門科学者の鑑定結果
が真理とは無縁の利害関係（例えば加害企業の利益）によって左右されていないか，したがって専門科
学者の鑑定結果が信頼し得るものであるか否かにつき適切な判断を下すことも不可能ではないであろ
う。少なくとも明らかに不当な鑑定結果は，〈理性的な者であればそれに与しうるだけの説得性〉が認
められるか否かという相互主観的基準の適用を通じて排除され得るであろう。
　以上のように，〈ディアロギッシュな〉原理として捉えられる自由心証主義は，あくまでも〈理性的
な他者も同意し得るか〉という「他者のパースペクティヴ」を考慮に入れる相互主観的合理性の基準に
依拠すべきものであって，純主観的な恣意的判断，「内観的な確信」に事実認定を委ねる原理として捉
えられてはならないであろう。歴史的に見ても，元来自由心証主義は，法律の専門家である裁判官にと
ってのみ適応し得る「法定証拠主義」を退け，素人である陪審員にも適応し得る原理として登場したも
のであって，その限りで純主観的・内観的な確信と結びつくモノロギッシュな原理としてではなく，公
判の対話的構造に依拠する相互主観的な確信・証拠評価を指向する〈ディアロギッシュな〉原理として
展開され，〈ディスクルス理論的に〉捉えられる可能性を内蔵していたといえよう（tz）。自由心証主義を
このように理解し，構成して行く限りで，「自由心証主義は真実発見にとって危険である。それば，非
合理的なもの，恣意，・制御し得ないものをはびこらせる」とするK・ペータースの批判も妥当しないも
のとなるであろう⑬。
ニ　スキーマ・フレーム・スクリプト理論と自由心証の相互主観的合理性
先に指摘したように，裁判官の自由心証はスキ「マ，フレーム，スクリプトなどの知識の認知的構造
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を不可欠の前提とするものであり，さらに言えば，裁判官は事実認定において「想像力」ないしは「構
想力」（Einbildungskraft）に依拠し，そうしたスキーマ，フレーム，スクリプトなどの既存の知識構造
のネットワークを使って断片的な入力情報（証拠）をつなぎ合わせ，事件につき一つのまとまりを持っ
た全体像（ゲシュタルト）を構築するのである。その際，当該知識構造並びにその使用法が単に個人
的・恣意的なものではなく，相互主観的な合理性を有する限りにおいて，自由心証は正統化され得るも
のとなる，と考えられる。ここでは，スキーマ（フレーム，スクリプト）論について自由心証主義との
関わりで若干の考察を加えておきたい（1％
　さて，カントの「図式論」あるいは「構想力＝想像力論」にまで遡り（15），現代の「認知科学」
（cognitive　science）において認知の「建築用ブロック」と称される「スキーマ」（シェーマ，図式）と
は，過去の経験を記憶に貯蔵，体制化し，新たな経験，認知（あるいは行為）を導くような，知識の心
的・認知的構造にほかならない（ミンスキーのいうフレームもほぼこのスキーマに対応しているが，フ
レームにおいては外的表現が問題になっている）。それは，一般化された知識の統合体であり，そして
〈階層的〉に構造化されており，上位スキーマと下位スキーマ，あるいは全体スキーマと部分スキーマ
とが結びつき，それらがさらに「ネットワーク」を形成している。例えば，窃盗のスキーマは，犯罪一
般のスキーマや他の財産犯のスキーマ，スリのスキーマや空毒巣のスキーマ，さらには窃盗の動機のス
キーマ，被害物件のスキーマなどと結びついている。またスキーマは固定的な属性（定数情報）ととも
に変動値（変数情報）を持っている。例えば，窃盗の被害物件は，財物であるという固定的属性（定数）
を持っているが，現金であるか，宝石であるかは変動値（変数）である。この変動値に入る部分をスロ
ットというが，スキーマはこれに「デフォールト値」（default　value）つまり典型的な仮定値を与える。
例えば，窃盗の被害物件のプロトタイプは何よりも現金であろうし，したがってデフォールト値は現金
であり，窃盗が犯されたという場合には，ひとは先ず現金が奪取されたのではないかと考えてみるであ
ろう。
　そこで，スキーマ理論は，いわゆる「デフォールト推論」（default　reasoning）を可能にする。デフォ
ールト推論というものは，与えられた情報が不完全な場合に，デフォールト値を挿入して暫定的な結論
を導出する推論である。例えば，A氏がレストランで食事をしてきたという情報から，たとえ代金を支
払ったという情報がなくとも，A氏はそのレストランで代金を支払ったという結論を導き出すことがで
きる。何故ならば，通常レストランで食事をすれば代金を支払うからである。しかしこうした推論は暫
定的な・一応の（prima　facie）ものであり，場合によっては反駁され得る。例えば，　A氏が無銭飲食
したかもしれないからである。こうした推論は，法律学においても馴染のものである。例えば，B氏が
停車している自動車に追突した場合には，交通事故のスキーマに基づき，B氏に不注意があったという
ことが事実上高度の蓋然性をもって推定されることになるであろう。こうした状況においては，B氏の
不注意が「デフォールト値」として挿入されるからである。しかしながら，B氏の車に欠陥があり，そ
れが突然暴走したということもあり得ないことではない。したがって，そうした結論はあくまでも〈；
応の〉ものであり，〈表見的な〉ものであって，反駁され得る。これはまさに「一応の証明」（prima一
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facie－Beweis）あるいは「表見証明」（Anscheinsbeweis）といわれるものである。
　また，「スクリプト」（あるいは「シナリオ」）といわれるものも，スキーマの一種と考えられるが，
それは一連の行為に関連した，時間系列的な出来事を対象とする知識構造である。それは，「物語構造」
を有しており，物語において欠損している断片，明示されていない事柄を推論することを可能にするも
のである。その限りにおいてスクリプトは，とりわけ行為者の行為を対象とする刑事手続における事実
認定において重要な意義を有するものと考えられる。
　例えば，殺人のスクリプトであれば，次のような出来事の展開も想定し得るであろう。すなわち，殺
人犯人は，一定の目的（例えば，借金の清算）を実現するために殺人を具体的に計画し，これを実行に
移す。彼は，手段（例えば，銃による射殺）を選択し，適当な日時を決定して，射殺するのであれば銃
を入手し，銃に弾丸を込め，被害者を待ち伏せし，銃口を被害者の心臓その他の急所に向け，その引き
金を引く，といようなスクリプトを描くことができるであろう⑯。
　そこで，「経済的に困窮しているAは，Xから多額の借金の返済を強く迫られていた。　Aは暴力団員
Bから拳銃を入手し，これを所持してX宅を訪ねた。数分後にXの部屋から銃声が聞こえ，その直後に
AがX宅から出てきた。Xは銃で撃たれ部屋で死亡していた。」という出来事と行為の記述においては，
AがXを殺害したという決定的な情報は欠けているが，われわれは殺人のスクリプトと想像力（構想力）
を用いて〈AはXを殺害した〉のではないかということを推理することができるのである。
　事実認定の手続において，こうした（必ずしも意識化されていない）スキーマ，フレーム，スクリプ
トが断片的な入力情報（証拠）を秩序づけ，これらを一つのもとまりを持ったゲシュタルトに仕上げ，
そして裁判官の心証形成を可能にするのである。その際，スキーマ，フレーム，スクリプトは，柔軟か
つダイナミックなものであり，状況に応じて修正されたり，また種々のスキーマが組み合わされたりし
て事実が認定されることになるのである。こうした知識構造のネットワークによる事実認定が正統化さ
れるためには，先ず第一に，スキーマは個々人の長期記憶の貯蔵庫に蓄えられているものではあるが，
それ（個人的スキーマ）が社会的・文化的な経験に基づき体制化された（社会的）スキーマと整合し，
相互主観的な裏づけを有していることが確認されなければならない。第二に，証拠を一定のスキーマに
照合し，事実を認定する際には，非典型的・例外的ケースの存在の可能性がディアロギッシュな帰謬法
を通じて，すなわち反証仮説の主張とその反駁を内容とするインターラクションを通じて消去されなけ
ればならない。というのは，スキーマは，事態を標準化し，ステレオタイプ化してしまう傾向を有して
おり，したがってその機械的・モノロギッシュな使用には，判断を誤らせる危険が常に伴うからであ
る。　　　　　．
　ところで，いわゆる因果法則も経験則も知識構造であり，スキーマの一種であるともいえよう。もっ
とも，スキーマ理論においては，単に明確に意識化された知識構造のみならず，意識されずに使用され
る知識構造をも対象にするという意味において，より〈包括的な〉構想が提示されることになるであろ
う。そこで，従来，裁判官の「勘」といわれてきたものも，スキーマ理論の視野に入れて捉えられるこ
とになるであろう。例えば，裁判官が，証人の供述態度，その顔の表情や仕草から当該証言はどうも信
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用できないと判断するのも無意識のうちにイメージ・スキーマを用い，「想像力」を働かせているので
あって，そうしたスキーマや想像力が他者も共有し得るという意味において相互主観性を有するもので
ある限りにおいて，裁判官の自由心証は決して純主観的・恣意的なものではなく，そこに合理性が認め
られることになるであろう⑰。そこで，裁判官が争われている鑑定結果のうちから，一つの因果仮説を
採用し他の仮説を排除することも，以上のような意味における相互主観的な合理性が認められる限り，
正統化され得るものであろう。
　ともあれ，こうしてディアロギッシュな原理と結びつけられたスキーマ理論によって，〈背景的〉知
識の柔軟でダイナミックな使用に基づく自由心証が実現され，合理性が保障されることになるのではな
いかと思われる。
三　一般的因果性と〈疑わしきは被告人の利益に〉の原則
　一般的因果性の存在に関して自然科学者の見解が一致せず，いわゆる「鑑定人の争い」が起こってい
るような状況において，裁判官は〈疑わしきは被告人の利益に〉の原則についていかに対処すべきかが
問われることになるであろう。すなわち，科学的な法則の存在について確実性が認められない状況にお
いて，裁判官は自己にとって最も納得できる，分かり易い鑑定結果に従うべきなのか（従ってもよいの
か），それとも〈疑わしきは被告人の利益に〉の原則を適用して被告人を無罪にしなければならないの
か，という問題が提出されることになるのである。
　この問題について論究するマイヴァルトによればas），こうした状況にある裁判官には，個人的な確信
に依拠して，結論を異にする鑑定のうちいずれか一つを正当なものとして選び出す権能は認められな
い，ということになる。そこで，このような場合には，裁判官はまさに〈疑わしきは被告人の利益に〉
の原則を適用し，専門科学者によって主張されている見解のうち被告人にとって最も有利なものを判決
の基礎とすべきである，ということになるのである。
　こうした立場に立脚してマイヴァルトはさらに，サリドマイド裁判につき次のような批評を加えてい
る。サリドマイドの摂取と新生児の奇形の発症との因果関係については，非常に強い徴懸となる統計的
な関連性が認められた。つまり，あざらし肢症といわれる奇形は，確かにサリドマイド製剤が販売され
る以前にも発症することがあったが，四百万人に一人という頻度で発症していたに過ぎなかった。だが，
一九五八年から一九六二年の間に，ドイツではあざらし肢症は少なくとも八四五例も発症した。それは，
サリドマイドが使用されるようになって八ないし九カ月からこれが市場から回収されて同じく八ないし
九カ月の期間であった。もっとも，そうした強い徴葱もせいぜい当該薬品を市場から回収するか，販売
禁止にするかの機縁となるものであって，専門家の間に合意がない以上，こうした徴糠に依拠して因果
関係を認める権能は裁判官には存在しない，とマイヴァルト主張するのである。
　ともあれ先ずは，〈疑わしきは被告人の利益に〉の原則の意味とその適用可能性についての検討が必
要とされる。この原則の意味の核心部分は，事案が真偽不明（ノン・リケット）の場合に，被告人に利
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益となる判決を下すべきことを要請するものであり，したがってノン・リケットの不利益すなわち「客
観的証明責任」（実質的証明責任，確定責任）を訴追者に負担させることを内容とするものである。し
かしながら，これは言ってみれば固有の意味における（狭義の）〈疑わしきは被告人の利益に〉の原則
であって，広義の〈疑わしきは被告人の利益に〉の原則は，これ（客観的証明責任の問題）に尽きるも
のではない。つまり，罪刑法定主義が複数の派生的原則から成立しているように，〈疑わしきは被告人
の利益に〉の原則も複数の派生的原則から成り立っていると考えることもできるであろう。例えば，
「証明度」（Beweisma㊧に関しては，刑事裁判では民事裁判とは異なり，被告人を有罪とするには
「合理的な疑いをいれない」程度の証明が要求されるが，これも〈疑わしきは被告人の利益に〉の原則
の要請であるといえよう（19）。
　それでは，サリドマイド裁判においては，いかなる意味における〈疑わしきは被告人の利益に〉の原
則が問題となっているのであろうか。この事件においては，サリドマイドの摂取と奇形の発症との一般
的因果性の存在につき，自然科学者のすべてが是認したわけではない限りにおいて，そこには客観的
（自然科学上の）疑いが存在し，したがって自然科学上のノン・リケットの状態が生じているから，〈疑
わしきは被告人の利益に〉の原則が適用されるべきなのか，それとも自然科学者の間で意見が分かれて
いても裁判官が個人的な確信に達しており，したがって主観的な疑いを抱いていないから，つまり刑法
上はノン・リケットではないから，この原則は適用されるべきではないのか，という問題が提起された
のである。要するに，そこにおいては，客観的な疑いあるいは主観的な疑いのいずれが，まさに客観的
証明責任に関わる狭義の〈疑わしきは被告人の利益に〉の原則にとって重要であるかが問われているの
である。
　ところで，科学的仮説ないしは経験則自体を受容するためには，そもそも合理的な疑いをいれない程
度の証明が必要とされるべきものなのだろうか。先ずは，科学的法則ないしは経験則を受容するための
「証明度」は，いかなるものであるべきかが問われなければならない，と思われる。
　一つの考え方としては，科学的法則ないしは経験則の存在を肯定するためには，合理的な疑いをいれ
ない証明ではなく，「証拠の優越」（preponderance　of　evidence）あるいは「優越的蓋然性」（uber－
wiegende　Wahrscheinlichkeit）の程度の証明で差し支えないということも帰結し得るであろう。とい
うのは，確かに，本来証明されるべき個別的因果関係などに関する単称的言明は，先に指摘したように，
刑事手続では広義の〈疑わしきは被告人の利益に〉の原則に基づき〈合理的な疑いをいれない〉程度の
証明が要求される。しかし，科学的法則ないし経験則は，例えば〈AはBを殺害した〉とか〈Aの行為
はBの死の結果に対して因果関係を有する〉といった「単称的言明」の真なることないしは蓋然的なる
ことを導き出すための「架橋原理」であって，プッペが指摘したようにこれも確かに「主要事実」であ
るとしても，それ自体は本来終局的な固有の証明の対象ではないからである。
　しかしながら，単称的因果性の不可欠の前提である一般的因果性が真でない以上，そこから単称的因
果性の真を導出することはできないであろう。したがって，一般的因果性が合理的な疑いをいれない程
度に証明されない限り，単称的因果性についての合理的な疑いをいれない証明も存在しないであろう。
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それでは，自然科学者の優越的多数が当該因果仮説につき賛同していても，なお反対する者もいる限り
において，当該仮説は証明度に達していないから，マイヴァルトやホイヤーが考えたように，刑法上も
直ちにノン・リケットであり，狭義の〈疑わしきは被告人の利益に〉の原則が適用されなければならな
いのであろうか。私見では，こうした見解は不当なものである。先にも指摘したように，裁判官も，相
互主観的な観点から種々のスキーマと想像力を駆使して，自然科学上の実験が適切な条件のもとに為さ
れたか，科学的な鑑定が真理とは無縁の利害によって左右されていないか，したがって一定の科学者の
鑑定が信頼できるものであるか否かという判断を下すことはできるはずである。それ故，不合理な鑑定
を排除し，一定の鑑定につき合理的な疑いをいれない程度の確信に達することも場合によっては可能で
あろう。むろんそうした相互主観的な確信に到達しなければ，ノン・リケットとなり狭義の〈疑わしき
は被告人の利益に〉の原則が適用されなければならない。
　以上の考察によれば，サリドマイド事件においては，確かにサリドマイドの摂取と新生児の奇形の発
症との間に一般的因果性が認められるか否かについては，専門科学者のすべてがその存在を肯定したわ
けではないが，多数の者がこれを肯定したという限りで少なくとも自然科学上は優越的蓋然性が認めら
れ，したがって一般的因果性についての仮説が受容され得る客観的条件は存在したといえよう。しかし
アーヘン・ラント裁判所のように，単に精神科学的認識の固有性を強調することから裁判官の主観的確
信の正統性を導き出すことはできないであろう。一定の仮説に従い，他の仮説を排除するためには，さ
らに相互主観的に合理的な理由が示されなければならないであろう。その際，とりわけ情況証拠による
証明も必要とされることになるであろう。つまり，サリドマイド以外のものが原因であったという競合
仮説が，情況証拠を用いて〈帰謬法的に〉十分消去されることを通じて，当該因果法則仮説の妥当性が
〈合理的な疑いをいれない程度の証明〉あるいは相互主観的な確信に至る程度の証明に達していなけれ
ばならない。そうでない限り，まさにノン・リケットになるのであり，客観的証明責任に関する狭義の
〈疑わしきは被告人の利益に〉の原則が適用され，被告人は（未遂処罰が問題となり得ない限り）無罪
にされなければならないことになるのである。
　なお，科学的法則仮説を受容する際に裁判官は，何が多数意見であるかということを冷静に見極める
ことが必要である。彼は科学の急速な進捗を直視しなければならない。そこで彼は，当該専門科学の最
前線において現に真摯に研究に従事している者の意見を尊重すべきであって，過去にノーベル賞を受賞
したとか，世俗的な意味で学界では有力であるとかといった理由だけでその者の意見を鵜呑みにしては
ならない。要するに，裁判官は，現在の学問や真理そのものとは無縁の（過去の）権威にすがってはな
らないし，その意味でいわゆる「権威に訴える論証」（arugumentum　ad　verecundiam＞という虚偽論
法に陥らないように注意しなければならない，といえよう。
?
（1）　LG　Aachen　JZ1971，50ff．
（2）『aGHSt　37，106．；vgl　StV　1990，　S．446ff．
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（ますだ　ゆたか）
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